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研究成果の概要（和文）：本研究ではヘテロジニアスネットワークにおける非直交多元接続を検討し，それに適
した他端末用信号除去処理方式を提案した．研究は計算機シミュレーションおよび有線結合での高周波信号を使
った実験により行った．マクロユーザおよびピコユーザ希望信号ととも他のユーザの信号を統合復調により除去
することを検討した．計算機シミュレーションの結果累積確率0.5においてシステムスループットはユーザ当た
り約0.2 bit/subcarrier改善した．また実験によっても統合復調の効果を確認した．その結果実験とシミュレー
ション両方ともほぼ同等の復調特性を示した．また統合復調を用いた方式は最良の特性を示た．

研究成果の概要（英文）：In this research the throughput performance of a non-orthogonal multiple 
access heterogeneous network with joint detection is evaluated through computer simulation as well 
as experiments. In the assumed system, a macro user terminal and a pico user terminal are assumed to
 be capable of applying joint detection to both desired and interference signals. Numerical results 
obtained through computer simulation have shown that the joint detection improves system throughput 
by about 0.2 bit/subcarrier/user at a cumulative probability of 0.5. The numerical results obtained 
through experiments have also shown the same tendency as those obtained through computer simulation.
 Also the joint detection achieves the best bit error rate as compared to the other schemes.

研究分野： 無線通信

キーワード： NOMA　非直交多元接続　MIMO　統合復調　ヘテロジニアスネットワーク
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果はヘテロジニアスネットワーク型セルラシステムだけでなく，隣接基地局間の干渉の影響がシステム
スループットを制限する第５世代移動通信（５G)システムにおいても適用されうる．特に分散アンテナ型５Gシ
ステムにおいては分散基地局が連携してユーザ端末を収容する．送信側の干渉制御だけでなく，本研究の受信側
干渉除去を取り入れることにより，システムスループットを改善することが見込まれる．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年スマートフォンの急激な普及や動画配信の一般化により，移動体通信システムのトラフ
ィック量は毎年指数関数的に増加している．ＩＴＵ‐Ｒのレポートによれば今後１０年間で５
００倍から１０００倍に増加することが見込まれている．このようなモバイルデータトラフィ
ックの増加への対策として，①新しい周波数を移動通信用に割り当てる周波数スペクトルの拡
張，②ピコセルやマクロセルと呼ばれる小型基地局によるネットワーク密度の改善，③周波数
利用効率の改善が検討されている．周波数利用効率改善法の一つとして非直交多元接続方式が
検討されている．非直交多元接続で同一周波数に基地局から距離の異なる複数の端末を割り当
てる．基地局は遠方端末には大きな送信信号電力で，近傍端末には小さな送信電力で送信する．
近傍端末では遠方端末用の信号を除去し希望信号を取りだす．また遠方端末では近傍端末の信
号が十分に減衰しているため，通常の受信処理を行う．これにより直交多元接続より 1.3 倍程
度のシステム容量を実現できる． 
 
２．研究の目的 
 従来の研究においてはマクロセル構成のみの環境で非直交多元接続が検討されてきた．これ
は他端末用信号除去処理が受信レベルの大きな信号のみに有効であったためである．しかしな
がら第４世代移動通信システムにおいてもマクロセルおよびマイクロセルが共存するヘテロジ
ニアスネットワークが想定されている．そこで本研究ではヘテロジニアスネットワークにおけ
る非直交多元接続を検討し，それに適した他端末用信号除去処理方式を提案する． 
 
３．研究の方法 
 研究は計算機シミュレーションおよび有線結合での高周波信号を使った実験により行う．
まず計算機シミュレーションによりヘテロジニアスネットワークをモデル化する．非直交
多元接続信号の統合最尤復調による信号分離・復号特性をパラメタとして組み込み，シス
テムレベルの特性を評価する．同時に信号発生器とソフトウェア無線プラットフォームを
用いてリンクレベルの実験を行う． 
 図１は実験システムの構成である．マクロセル側の信号は Multi-Input Multi-Output（MIMO）
を想定する．すなわち送信アンテナを仮定して高周波任意波形発生器（既存設備）２台を同期
させながら２系統の高周波信号を出力する．マイクロセル側は１送信アンテナを想定し，高周
波任意波形発生器（購入予定）を用いて信号を生成する．受信側は１アンテナで受信しダウン
コンバータに入力する．ソフトウェア無線プラットフォームは高周波信号をベースバンド信号
に変換し，アナログ－ディジタル（Ａ／Ｄ）変換器によりディジタル信号化され，メモリ内に
格納される．パーソナルコンピュータ内の汎用プロセッサがＰＣＩバスを通じてソフトウェア
無線プラットフォーム内のメモリにアクセスし，信号分離・復調処理をリアルタイムに実行す
る．計算機シミュレーションも図１と同様の構成をプログラムに実装し，評価する． 
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図１ 実験システムの構成 
 
４．研究成果 
 図２のようなヘテロジニアスネットワークを想定する．マクロユーザおよびピコユーザ希望
信号ととも他のユーザの信号を統合復調（Joint Detection）により除去する．図３に統合復調
を用いた場合と用いない場合のシステムスループット特性を示す．マクロセルは３セクタにセ
クタ化され，各セクタに１つのピコ基地局が存在し，ピコ基地局はマクロセルからセル半径の
2/3 の位置し，各セクタのユーザ数は 10 と仮定している． またマクロセルからの送信電力は
最大 43dBm，ピコ基地局の送信電力は 30dBm とする．図より統合復調によりシステムスループ



ットが増加することが明らかである．具体的には累積確率 0.5 においてシステムスループット
はユーザ当たり約0.2 bit/subcarrier改善している．図４(a)にマクロ基地局のスループット，
図４(b)にピコ基地局のスループットを示している．これらの図からピコ基地局では統合復調を
用いないとマクロ基地局からの干渉によりスループットが制限されていることがわかる．統合
復調を用いた場合にはマクロ基地局の低スループットユーザはピコ基地局にスイッチし，それ
らのユーザのスループットが改善する．つまり統合復調はマクロセルのトラフィックをオフロ
ードする効果があり，非直交多元接続するヘテロジニアスネットワークにおいてシステムスル
ープットを改善することができる． 
 

 

図２ ヘテロジニアスネットワークモデル 

 

  
図３ システムスループット特性 (10 users/sector) 

 

 

  
(a) マクロセルにおけるスループット特性  (b) ピコセルにおけるスループット特性 

図４ システムスループット特性 (10 users/sector) 
 
 
 

 
 
 



 図５は提案方式を検証するための実験システムのブロック図である．マクロセルを想定した
基地局と隣接ピコセルを想定した基地局から送信し，受信側ではそれらの信号を統合復調する．
送信信号はいずれも QPSK 変調とする．図６にビット誤り率（BER）とビット当たりのエネ
ルギー対雑音スペクトル密度（Eb/N0）の関係を示している．実線はシミュレーション結果，
点線は実験結果である．Conventional ZF は統合復調を用いない場合，CoMP はチャネル応答
を基地局側で既知と仮定し送信信号制御した場合，Joint MLD は統合復調を用いた場合，
Proposed は計算量を削減するために干渉除去方式を組み合わせた方式でありζはそのパラメ
タである．それぞれの方式でスループットが一定になるよう誤り訂正符号の符号化率を調整し
ている．また希望信号と干渉信号の電力比は６dB である．図６より実験とシミュレーション
両方ともほぼ同等の特性を示している．また統合復調を用いた方式は最良の特性を示し，簡易
方式もパラメタζにより統合復調に近い特性を示した． 
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図５ 実験システムのブロック図 
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図６ BER対Eb/N0特性（SIR 6dB, 希望信号および干渉信号はQPSK変調信号） 
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